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　今後の高齢者福祉を考えていく上では、高齢者をめぐる様々な問題に対して地域住民が「我が事」と
して主体的に取り組む仕組みを作り、また、個人や世帯の抱える複合的課題等に対して、行政や地域が
一体となって「丸ごと」支援していくための体制づくりが必要となります。
　自分でできることは自分で行う「自助」だけでなく、互いに助け合えることは助け合う「互助」、そ
の上で公的なサービス（共助、公助）を利用しながら、みんなで地域包括ケアシステム（※１）を作り上
げ、住み慣れた地域で健やかに安心して、笑顔あふれる日常生活を送れることを目指し、「みんなでつ
くる 笑顔の日々」を基本理念としました。高齢者同士の交流に加えて、家族や世代を超えて社会とのふ
れあいや生きがいを持つことで、高齢者の生活の質の向上を目指し、加えて、今後も進展すると予想さ
れる高齢化に備え、中長期的な視点を持ちながら、地域包括ケアシステムの構築を推進し、地域共生社
会（※2）の実現を目指します。
※１「地域包括ケアシステム」とは、重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、
　     医療、介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供される体制のことです。
※２「地域共生社会」とは、制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、
　     一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのできる社会のことです。

　計画の基本理念を中心に、制度改革のポイントなどを踏まえながら、以下の３点を基本目標とし、そ
れぞれに基本項目及び重点目標、具体的な取組を掲げます。

みんなでつくる
笑顔の日々

基本理念

基本目標１ 安心して生きがいを持って暮らせる体制づくり

基本目標2 福祉・医療・介護の連携と介護予防の充実

基本目標3 介護保険サービスの安定と充実

計画の基本理念1 計画の体系3

計画の基本目標2
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理念 基本目標 基本項目 具体的な取組
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1
安心して生きがい
を持って暮らせる
体制づくり

1-1
在宅福祉サービスの充実

❶高齢者配食サービス事業
❷家族介護用品支給事業
❸高齢者世話付住宅生活援助員派遣等事業
❹緊急通報システム事業
❺高齢者日常生活用具給付事業
❻ねたきり老人等手当支給事業
❼ねたきり高齢者床ずれ防止用具等利用助成事業

1-2
社会参加を通じた高齢者の
生きがいづくり

❶いきいきクラブ活動の支援事業
❷老人憩いの家の利用促進
❸シルバー人材センター事業の推進
❹高齢者いきいき活動ポイント事業

1-3
高齢者の権利擁護と虐待防止の推進

❶成年後見支援事業
❷高齢者虐待への対応

1-4
安心かつ快適に暮らせる環境の整備

❶高齢者住宅改修費支給事業
❷高齢者向け住まいの充実
❸防災対策の充実
❹防犯対策の充実
❺公共交通の充実

2
福祉・医療・介護
の連携と介護予防

の充実

2-1【重点目標１】
地域共生社会実現に向けた
地域包括ケアシステムの深化

❶地域包括支援センターの運営
❷総合相談支援事業
❸家族介護者交流事業
❹包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
❺地域ケア会議の推進

2-2【重点目標２】
認知症施策の推進

❶認知症総合支援事業
❷認知症サポーターキャラバン事業
❸認知症高齢者等あんしん補償事業
❹行方不明高齢者対応事業
❺認知症介護家族支援事業

2-3
在宅医療と介護連携の推進

❶在宅医療・介護連携推進事業
❷在宅医療の推進

2-4
生活支援サービスの充実

❶第１号通所事業
❷第１号訪問事業
❸介護予防ケアマネジメント
❹生活支援体制整備事業

2-5【重点目標３】
高齢者の健康づくりと
介護予防施策の充実

❶地域リハビリテーション活動支援事業
❷高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
❸地域介護予防活動支援事業
❹回想法事業
❺世代交流サッカー健康増進教室

3
介護保険サービス
の安定と充実

3-1
介護保険サービスの質の向上

❶介護給付適正化事業
❷介護サービス事業者の質の向上
❸介護サービス相談員派遣事業
❹介護施設における感染症対策の推進

3-2
介護保険制度の適切な運営

❶介護給付 
❷予防給付
❸地域密着型サービス
❹施設サービス

3-3【重点目標４】
介護人材の確保及び育成

❶介護人材育成支援事業
❷介護従事者への研修の実施
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　「みよし市版地域包括ケアシステム（※）」の深化を進めるため、日常生活圏域と地域包括支援センター
の配置の見直しなどの基盤整備と地域づくりに一体的に取り組み、地域共生社会の一層の実現を図り
ます。
※「みよし市版地域包括ケアシステム」とは、みよし市福祉・医療・介護長期構想（平成28年3月策定）が掲げる将来像「生まれてか
　らずっと、安心して暮らせるまち」の実現のため、高齢者だけでなく、子どもや子育て家庭、障がい者などを含む全ての市民が安
　心して生活できる地域づくりを目指して、福祉・医療・介護の連携を強化しつつ、自助・互助・共助・公助のネットワークづくり
　を推進するみよし市独自の地域包括ケアシステムです。

１

重点取組項目重点取組項目
❶日常生活圏域の分割及び地域包括支援センターの整備　
　日常生活圏域を分割し、「おかよし地域」に地域包括支援センターを整備
❷生活支援体制の整備　
　ごみ出し支援の開始　等

地域共生社会実現に向けた地域包括ケアシステムの深化
重点目標

　令和元(2019)年6月に国が決定した認知症施策推進大綱の中では、「認知症の人やその家族の視点を
重視」し、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指すこととされています。あわ
せて、認知症基本法（仮称）の制定に向けて議論を加速させるなど、国を挙げて認知症の人やその家族
の支援を充実させる機運が高まっていることから、本市においても第８期計画期間中に、認知症施策の
さらなる充実・推進に向けて重点的に取り組んでいきます。

2

重点取組項目重点取組項目
❶認知症総合支援事業　
　認知症初期集中支援チームの運用、認知症地域支援推進員の配置、
　認知症ケアパスの充実、認知症カフェの拡充　等
❷チームオレンジの構築
　認知症サポーターステップアップ講座の実施、「チームオレンジ」
　構築のための人材育成　等
❸認知症高齢者行方不明対策
　認知症高齢者等家族支援サービス（GPS）事業、行方不明高齢者捜索模擬訓練の開催、認知症高齢者
　等あんしん補償事業、認知症高齢者行方不明対策事業の拡充　等

認知症施策の推進
重点目標

　高齢者の健康を維持するためには、病気を防ぐこと（健康づくり）とともに体力低下を防ぐこと（介
護予防）が必要であり、これらを一体的に実施し、高齢者一人ひとりの状況に応じて、効果的、効率的
にきめ細やかな支援を行います。

3

重点取組項目重点取組項目
❶高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
　通いの場の実情の把握や分析を行うとともに専門職が適切に関与する仕
　組みの確立　等
❷地域リハビリテーション活動支援事業
　リハビリテーション専門職を個別地域ケア会議、介護予防教室、サービス
　担当者会議へ派遣

高齢者の健康づくりと介護予防施策の充実
重点目標

　医療・介護へのニーズが今後ますます増大していくことが見込まれる中、医療・介護や福祉サービス
を提供する人材の確保及び育成が非常に重要になります。
　これに対応し、地域共生社会が提案する「支え手」「受け手」の関係を超えた互助による高齢者を含む
地域の担い手を育てるとともに、共助・公助の担い手となる専門職を育成することを両立していく必要
があります。
　本市では介護人材育成等支援事業により、介護事業所などの人材確保ができる環境を整え、介護従事
者等への研修体制整備を進めることにより、介護職員の質の向上を図ります。

4

重点取組項目重点取組項目
❶介護人材育成等支援事業
　研修受講補助等の対象者を拡大、介護職員雇用 PR支援補助　等
❷介護従事者等への研修体制の構築
　現任介護職員研修の実施、ケアマネジャー向けの研修の実施、介護
　職員の「個々の能力や就業年数等に応じた段階別研修」の体制整備
　の推進　等

介護人材の確保及び育成
重点目標
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　総給付費（一定以上所得者負担の調整後）に、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医
療合算介護サービス費、国民健康保険団体連合会への審査支払手数料を加えた標準給付費見込額、地域支
援事業費を加えた総事業費の見込みは、以下のとおりです。
　令和３（2021）年度の標準給付費見込額は約23億８千万円、令和５（2023）年度では約26億円になると
見込んでいます。 
　また、令和３（2021）年度の地域支援事業費見込額は約２億５千万円、令和５（2023）年度では約２億７千
万円になると見込んでいます。

●１年ごとの事業費総額の見込み

●年齢別人口の推移と将来推計

　本市の高齢者人口（65歳以上人口）は総人口
と同様に増加傾向にあり、令和２年10月１日現
在の高齢者人口は11,142人、高齢化率（総人
口に占める高齢者人口の割合）は18.2％となっ
ています。高齢者人口は今後も増加し続け、令
和７（2025）年には12,008人（19.4％）、令和
22（2040）年には17,379人（27.9％）になると
見込まれます。

40～64歳15～39歳0～14歳
高齢化率75歳以上65～74歳

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0.0

4.0

2.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
（人） （％）

30.0
20.0
10.0
0.0

H30
（2018）

R1
（2019）

R2
（2020）

R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R7
（2025）

R22
（2040）

1,242 1,349 1,425 1,521 1,609 1,695
1,874

2,804
11.6 12.4 12.8

13.4 14.1 14.6
15.6

16.1

●第1号被保険者の要介護等認定者数の推移と将来推計

　第１号被保険者の要介護等認定者数は増加
し続けており、令和７（2025）年には1,874
人、令和22（2040）年には2,804人になると
見込まれます。認定率（第１号被保険者数に占
める第１号認定者の割合）も増加を続けると見
込まれており、令和７（2025）年には15.6％、
令和22（2040）年には16.1％になると見込ま
れます。
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●年齢別人口割合の推移と将来推計

　年齢別人口のうち、75歳以上人口の割合が
今後も伸びると見込まれ、令和４（2022）年に
は前期高齢者を上回ると見込まれます。75歳
以上人口の割合は、令和７（2025）年には
11.0％、令和22（2040）年には12.8％になる
と見込まれます。
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Ｒ3年度
（2021）

Ｒ4年度
（2022）

Ｒ5年度
（2023）

標準給付費見込額 2,379,383,488 2,494,963,146 2,599,858,308

総給付費 2,289,428,000 2,405,170,000 2,505,289,000

介護予防給付費 88,049,000 91,704,000 96,774,000

介護給付費 2,201,379,000 2,313,466,000 2,408,515,000

特定入所者介護サービス費等
給付額 48,486,110 46,427,826 48,900,344

高額介護サービス費等給付額 34,932,808 36,458,829 38,397,654

高額医療合算介護サービス費等
給付額 5,182,758 5,476,247 5,766,402

算定対象審査支払手数料 1,353,812 1,430,244 1,504,908

地域支援事業費 245,992,235 265,499,478 268,973,348

介護予防・日常生活支援総合事業費 123,898,485 125,688,826 128,048,737

包括的支援事業(地域包括支援
センターの運営)及び任意事業費 72,330,750 73,639,652 74,753,611

包括的支援事業（社会保障充実分） 49,763,000 66,171,000 66,171,000

事業費見込額 2,625,375,723 2,760,462,624 2,868,831,656

単位：円
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　第１号被保険者（65歳以上の方）の第８期の介護保険料基準額は、4,600円（年額55,200円）です。なお、
保険料の所得段階は、以下の13段階に設定しました。

第８期みよし市高齢者福祉計画兼介護保険事業計画　概要版
発行年月 令和３年３月
住　所 〒470-0295　愛知県みよし市三好町小坂50番地
T E L 0561-32-8009（直通） F A X 0561-34-3388

発行・編集 みよし市福祉部長寿介護課

第1号被保険者の介護保険料7

所得段階 対　象　者 基準額に
対する割合

保険料年額
(保険料月額)

第１段階
生活保護を受給している人、老齢福祉年金を受けている人、又は世帯全
員が市民税非課税で本人の前年の公的年金等収入額と合計所得金額の合
計が 80 万円以下の人

0.40
（0.20）

11,040円
(920円)

第２段階 世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の公的年金等収入額と合計所得
金額の合計が 80 万円を超え、120 万円以下の人

0.65
（0.40）

22,080円
(1,840円)

第３段階 世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の公的年金等収入額と合計所得
金額の合計が 120 万円を超える人

0.75
（0.70）

38,640円
(3,220円)

第４段階 世帯の中に市民税課税者がおり、前年の公的年金等収入額と合計所得金
額の合計が 80 万円以下の人 0.85 46,920円

(3,910円)

第５段階 世帯の中に市民税課税者がおり、前年の公的年金等収入額と合計所得金
額の合計が 80万円を超える人 1.00 55,200円

(4,600円)

第６段階 前年の合計所得金額が 125 万円未満の人 1.10 60,720円
(5,060円)

第７段階 前年の合計所得金額が 125 万円以上 210 万円未満の人 1.30 71,760円
(5,980円)

第８段階 前年の合計所得金額が 210 万円以上 320 万円未満の人 1.50 82,800円
(6,900円)

第９段階 前年の合計所得金額が 320 万円以上 400 万円未満の人 1.70 93,840円
(7,820円)

第 10 段階 前年の合計所得金額が 400 万円以上 700 万円未満の人 1.90 104,880円
(8,740円)

第 11 段階 前年の合計所得金額が 700 万円以上 1,000 万円未満の人 2.00 110,400円
(9,200円)

第 12 段階 前年の合計所得金額が 1,000 万円以上 1,500 万円未満の人 2.10 115,920円
(9,660円)

第 13 段階 前年の合計所得金額が 1,500 万円以上の人 2.20 121,440円
(10,120円)

※第１段階から第３段階までの保険料については、公費による軽減措置を実施し、（　　）内の保険料率となります。


